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外国人技能実習生又は特定技能外国人を使用する事業場に対する 

令和７年の監督指導等の状況を公表します 
 

～ 外国人技能実習生使用事業場では、380 事業場のうち労働基準関係法令違反事業場は 276 事業場（70.3％）～ 

～ 特定技能外国人使用事業場では、252 事業場のうち労働基準関係法令違反事業場は 186 事業場（73.8％）～  

 

群馬労働局(局長 上野康博)は、県内の労働基準監督署が令和７年１年間で外国人技能

実習生（以下「技能実習生」といいます。）又は特定技能外国人を使用する事業場に対し

て行った監督指導等の状況について取りまとめましたので、公表します。 

 

令和７年の監督指導の概要 

【技能実習生使用事業場】（詳細は別紙１参照） 

■ 労働基準関係法令違反が認められた事業場は、380事業場のうち 267事業場（70.3％）。 

■ 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（33.3％）、②健康診断の結果についての医

師等からの意見聴取（24.0％）、③労働条件の明示(21.7％)の順に多かった。 

 

【特定技能外国人使用事業場】（詳細は別紙２参照） 

■ 労働基準関係法令違反が認められた事業場は、252事業場のうち 186事業場（73.8％）。 

■ 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（30.1％）、②労働条件の明示（22.6％）、

③健康診断の結果についての医師等からの意見聴取(19.4％)の順に多かった。 

 

県内の労働基準監督署では、技能実習生又は特定技能外国人を使用する事業場に対し、労働基

準関係法令などの周知・啓発に努めるとともに、労働基準関係法令違反の疑いがある事業場に対

して監督指導を実施するなど、引き続き、技能実習生及び特定技能外国人の適正な労働条件と安

全衛生の確保に重点的に取り組んでいくこととしています。 

また、度重なる指導にもかかわらず法令違反を是正しないなど重大・悪質な事案に対しては、

送検を行うなど厳正に対応していくこととしています。 

 

（別紙 1）技能実習生を使用する事業場に対する監督指導等の状況（令和７年） 

（別紙 2）特定技能外国人を使用する事業場に対する監督指導等の状況（令和７年） 
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別紙１

技能実習生を使用する事業場に対する監督指導等の状況（令和７年）

⑴ 令和７年１年間に県内の労働基準監督署において、技能実習生を使用しており、労働基準
関係法令違反が疑われる380事業場に対しての監督指導を実施したところ、その70.3％に当
たる267事業場で同法令違反が認められた。
＜注＞違反は実習実施者に認められたものであり、技能実習生以外の労働者に関する違反も含まれる。

１ 監督指導の状況

＜注＞ 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは一致しない。

⑵ 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（33.3％）、②健康診断の結果について医
師等からの意見聴取（24.0％）、③労働条件の明示 (21.7％)の順に多かった。
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主な業種

監督指導
実施事業場数

違反
事業場数

（違反率）
主な違反事項

金属品
製造業

６７
４１

（６１．２%)

安全基準 17(41.5%)
健康診断結果について医師等からの意見聴取5(12.2%)
労働時間  ５（12.2%）

建設業 ６０
４６

(７６．７%)

健康診断結果について医師等からの意見聴取 15(32.6%)
労働条件の明示 13（28.3%）
年次有給休暇 12(26.1%)

農林業 ４４
３３

(７５．０%)

賃金の支払い ８（24.2%）
就業規則 ８（24.2%）
労働条件の明示 ７(21.2%)

食料品
製造業

４１
２７

(６５．９%)

安全基準 17（63.0%）
労働時間  ５（18.5%）
健康診断結果について医師等からの意見聴取 ５(18.5％)

化学工業 ２４
２１

(８７．５%)

安全基準 ７（33.3%）
健康診断結果について医師等からの意見聴取 ６(28.6％)
割増賃金 ５(23.8%)

＜参考＞
全業種

３８０
２６７

（７０．３%）

安全基準 89（33.3％）
健康診断結果について医師等からの意見聴取 64(24.0％)
労働条件の明示 58（21.7%）

(3) 主な業種に対する監督指導の状況は、次のとおりであった。
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＜注１＞違反は技能実習生以外の労働者に関する違反も含まれる。
＜注２＞違反事項が２つ以降ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事

業場数とは一致しない。
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その他

（労働基準法等）

最低賃金額未満

（最低賃金法第４条）

賃金・割増賃金の不払

（労働基準法第24条、第37条）

令和７年１年間に技能実習生から労働基準監督署に対して労働基準関係法令違反の是正を
求めてなされた申告の件数は０件であった。

なお、令和３年～令和６年における主な申告内容は、①賃金・割増賃金の不払(６件)、②
支払われる賃金額が最低賃金額未満（５件)、③その他(７件) であった。

＜注＞申告事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各申告事項の件数の合計と申告件数
とは一致しない。

２ 申告の状況

（件）

５

1

7

５

0
0

1

2

3

4

5

6

7

8

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

（件）

3



⑴ 技能実習生の労働条件の確保を図るため、労働基準監督署では、外国人技能実習機構等
との間で、相互に通報し、合同監督・調査を実施している。

⑵ 労働基準監督署から外国人技能実習機構等へ通報（※１）した件数は40件、外国人技能実習
機構等から労働基準監督署へ通報（※２）された件数は46件である。

※１ 労働基準監督署から外国人技能実習機構等へ通報する事案
労働基準監督署において技能実習生又は特定技能外国人を使用する事業場に対して監督指

導等を実施した結果、技能実習生に係る労働基準関係法令違反が認められた事案

※２ 外国人技能実習機構から労働基準監督署へ通報する事案
外国人技能実習機構において技能実習生を使用する事業場を調査した結果、技能実習生に係

る労働基準関係法令違反の疑いがあると認められた事案

３ 労働基準監督署と外国人技能実習機構等との相互通報の状況
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事例１

◼ ①機械の運転を停止せずに、技能実習生に機械の調整作業を行わせたことについて是
正勧告した。

労働安全衛生法第20条（事業者の講ずべき措置等）違反
労働安全衛生規則第107条（掃除等の場合の運転停止等）

概 要

労働基準監督署の対応

◼ 食料品製造業を営む事業場において、食料品の包装機械の包装フィルムの調整作業
中に、技能実習生の手指が包装機の刃に接触して同人が負傷するという労働災害が発
生した。このため、立入調査を実施したところ、機械の運転を停止せずに調整作業を
行っていたことが認められた。

◼ 安全衛生委員会において、当該労働災害に係る原因の究明及び同種災害の再発防止
地対策について、調査審議していないことが認められた。

◼ 健康診断の結果、所見のある者について、医師等の意見を聴取していないことが認
められた。

◼ ①機械の調整作業等を行う場合などに、機械を囲む扉を開くと機械の運転が停止する
センサーを設置し、接触防止措置を講じた。また、全ての労働者に対して、調整作業
等を行う際は、機械を停止させてから行うよう、改めて安全教育を実施した。

◼ ②安全衛生委員会において、労働災害に係る原因及び再発防止対策を調査審議するこ
ととした。また、労働者の危険を防止するための対策等についての審議を行い、災害
関連部署以外の各部署にも展開して意識の高揚を図った。

◼ ③健康診断の結果、所見が認められた労働者について医師等から意見を聴取し、聴取
内容に特化した個人票を作成のうえ、就業にあたって必要な措置を講じることとした。

◼ ②事業場の規模ごとに安全衛生委員会を設け、労働災害の原因及び再発防止対策で
安全衛生に係るものに関して調査審議していないことについて是正勧告した。

労働安全衛生法第17条１項第２号（事業者の講ずべき措等）

労働安全衛生規則第21条（安全委員会付議事項）違反

指導事項

指導事項

◼ ③健康診断の結果に基づき、健康診断が行われた日から３か月以内に、医師等からの
意見聴取を行っていないことについて是正勧告した。

労働安全衛生法第66条の４条（事業者の講ずべき措置等）
労働安全衛生規則第51条の２

（健康診断の結果についての医師等からの意見聴取）違反
指導事項

5

労働災害を契機に監督指導を実施し、機械の調整作業中の安全確保について指導

指導後の会社の取組

４ 監督指導事例



事例２

■ 技能実習生４名に対し、１か月60時間を超える時間外労働について５割以上の率で
計算した割増賃金を支払っていないことについて、是正勧告した。

■ 年次有給休暇の最低付与日数が10日以上の労働者に対して、その日数のうち５日につ
いて、法定の除外事由がないにもかかわらず、基準日から１年以内の期間に、労働者ご
とにその時季を定めることにより与えていないことについて是正勧告した。

①労働基準法第37条（割増賃金）違反
②労働基準法第39条（年次有給休暇）違反

概 要

外国人技能実習機構からの通報を契機に、労働基準法、安全衛生法について指導

労働基準監督署の対応

■ 金属製品製造業を営む事業場において、実習機構からの通報を契機に立入調査を実
施したところ、①技能実習生４名の１か月60時間を超える時間外労働に対する割増賃
金について、当該労働時間数の算定不足により、未払いが発生していたこと、②法の
規定により、10日以上の年次有給休暇が付与された技能実習生に対して、同休暇のう
ち、１年以内に５日を取得させていなかった実態等が認められた。

■ また、動力プレス機械の作業主任者を選任していたものの、当該作業主任者に同機
械の切替えキースイッチの保管等の職務を行わせていなかった実態が認められた。

■ 時間外・休日労働時間数の集計方法を見直し、割増賃金の不足額合計約２万円を支

払った。②年次有給休暇管理簿に残日数を記載して取得状況を把握・管理するここと

し、基準日から半年経った時点で５日に満たない場合は時季指定について労働者と話

し合い、確実な取得に向けて取り組むこととした。

■ 動力プレス機械の作業主任者が切替キースイッチの保管を行うよう改めて周知教育

を行った。

指導事項

■ プレス機械作業主任者に次の職務を行わせていなかったことについて、是正勧告した。
１ プレス機械及びその安全装置を点検すること。
２ プレス機械及びその安全装置に異常を認めたときは、直ちに必要な措置をとる

こと。
３ プレス機械及びその安全装置に切替えキースイッチを設けたときは、当該キー

を保管すること。
４ 金型の取付け、取りはずし及び調整の作業を直接指揮すること。

労働安全衛生法第14条（安全衛生規則第134条）
（プレス機械作業主任者の職務） 違反

指導事項

6

指導後の会社の取組



１ 監督指導の状況

⑴ 令和７年１年間に県内の労働基準監督署において、特定技能外国人を使用しており、労働
基準関係法令違反が疑われる252事業場（前年159事業場）に対しての監督指導を実施したと
ころ、その73.8％に当たる186事業場（前年124事業場）で同法令違反が認められた。

監督指導実施事業場

252事業場

違反事業場
186事業場

73.8％

⑵ 主な違反事項は、①使用する機械の安全基準（22.2％）、②労働条件の明示（16.7％）、
③健康診断の結果についての医師等からの意見聴取（14.3％）の順に多かった。

（件）
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28(15.1%)

32（17.2%）

32(17.2%)

36(14.3%)

42(16.7%)

56(22.2%)
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上から順に
①労働安全衛生法第20~25条
②労働基準法第15条
③労働安全衛生法第66条の４
④労働基準法第37条
⑤労働基準法第39条
⑥労働基準法第32条・第40条
⑦労働基準法第89条
⑧労働基準法第24条
⑨労働安全衛生法第66条
⑩労働基準法第20~25条

＜注＞ 違反事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事業場数とは一致しない。
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①安全基準

②労働条件の明示

③健康診断の結果についての
医師等等からの意見聴取

④割増賃金の支払

⑤年次有給休暇

⑥労働時間

⑦就業規則

⑧賃金の支払

⑨健康診断の実施

⑩衛生基準

別紙２

特定技能外国人を使用する事業場に対する監督指導等の状況（令和７年）



(3) 主な業種に対する監督指導の状況は、次のとおりであった。

主な業種

監督指導
実施事業場数

違反
事業場数

（違反率）
主な違反事項

農・畜産業 ６４
４７

（７３．４%）

安全基準 24(51.1%)
割増賃金 ５(10.6%)
労働時間 ５(10.6%)

食料品

製造業 ４３
３２

（７４．４%）
安全基準 24(75.0%)
割増賃金 ５(15.6%)
労働時間 ５(15.6%)

社会福祉
施設

３１
２５

（８０．６%）

割増賃金７(28.0%)
健康診断結果について医師等からの意見聴取 ６（24.0%）

労働時間  ５（20.0%）

金属製品
製造業

２９
１８

（６２．１%）

衛生基準 ８(44.4%)
安全基準 ６(33.3%)
健康診断の実施 ６(33.3%)

建設業 ２６
２１

（８０．８％）

割増賃金７(33.3%)
健康診断結果について医師等からの意見聴取  ６(28.6%)

年次有給の取得６(28.6%)

＜参考＞

全業種
２５２

１８６
（７３．８%）

安全基準 ５６（30.1%）
労働条件の明示 ４２（22.6%）
健康診断結果について医師等からの意見聴取３６(19.4%)
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＜注１＞違反は特定技能外国人以外の労働者に関する違反も含まれる。
＜注２＞違反事項が２つ以降ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数の合計と違反事

業場数とは一致しない。



２ 申告の状況

令和７年１年間に特定技能外国人から労働基準監督署に対して労働基準関係法令違反の是
正を求めてなされた申告の件数は９件であった。

1

2

8

0 2 4 6 8 10

主な申告内容は、①賃金・割増賃金の不払(８件)、②支払われる賃金額が最低賃金額未満
２(件)、③その他労働条件(１件)であった。

＜注＞申告事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各申告事項の件数の合計と申告件数とは
一致しない。

３ 監督指導事例

事 例

違法な時間外・休日労働及び長時間労働について指導

労働基準監督署の指導

指導後の会社の取組み

■ 食品製造業を営む事業場において、特定技能外国人に対して、①特別条項付き36協定で

定める特別延長時間数を超えて時間外・休日労働を行わせていたことについて是正勧告し

た。

また、②時間外・休日労働の合計が２ないし６か月の複数月平均で１か月当たり80時間

を超え、かつ、１か月の時間外・休日労働の合計が100時間を超えて時間外・休日労働を

行わせていたことについて是正勧告した。

■ 長時間労働が発生した部署において、業務の負荷の軽減を図るため、増員等による人員

配置の見直しを行った。また、管理者による時間外・休日労働時間の把握を徹底し、36協

定に定める健康確保措置を確実に実施するとともに、同協定の限度時間数を超えることの

ないよう管理体制を強化する等の再発防止策を講じた。

（件）

指導事項 ①労働基準法第32条第（労働時間）

②労働基準法第36条第６項（時間外及び休日労働）
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賃金・割増賃金の支払
（労働基準法第24条、第37条）

労働条件の明示
（労働基準法第15条）

最低賃金額未満
（最低賃金法第４条）
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